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新庁舎建設の事業手法として、①従来方式、②ＤＢ方式、③ＤＢＯ方式について
検討します。

事業手法について

従来方式 ＤＢ方式 ＤＢＯ方式

設計施工分離発注 設計施工一括発注

概 要

設計、施工業務ごとに民
間事業者に請負・委託契
約として発注

設計及び施工を民間事業
者に包括的に請け負わせ
る発注方式

公共が所有権を有したま
ま、設計、施工、維持管
理を民間事業者に包括的
に委託する方式
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事業手法について
従来方式 ＤＢ方式 ＤＢＯ方式

設計施工分離発注 設計施工一括発注

メ リ ッ ト

•ワークショップなどの
実施により、市民の意
見を反映させやすい。
•設計者や施工者に意見
や修正指示を出すこと
が可能である。

•施工者のノウハウを活かした設計、施工（ＤＢＯ
方式の場合は、維持管理、運営まで）を行うこと
が期待できる。
•高度な技術を要する工事や特殊な施工を要する場
合、コスト縮減や工期短縮を図ることができる可
能性がある。

デメリット

高度な技術を要する工
事や特殊な施工を要す
る場合（大型の橋梁
等）、施工者のノウハ
ウを活かしにくい。

•市民の意見の反映など設計内容を変更することは
難しい。
•発注条件の作成や事業者選定に時間を要する。
•施工監理が困難である。

評 価 ◎ ○

新庁舎建設においては、事業の緊急性や事業過程における市民参加を重視するた
め、「従来方式（設計施工分離発注）」による事業手法が適当であると考えられ
ます。
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事業手法について

設計段階から施工者が関与し技術協力することで、発注時に詳細仕様の確定が困
難な事業に対応する「ＥＣＩ方式」がありますが、新たな方法として適用事例が
まだ少なく、標準的な庁舎の建設工事において採用する効果が検証できないため、
施工者の選定において参考とします。

【参考】
○「ＥＣＩ方式」について

○「ＰＦＩ方式」及び「リース方式」について
本庁舎耐震化基本構想では、「本市の財政状況を勘案した場合、建設時の一時的
な財政支出が許容できると考えられるため、リース・ＰＦＩ方式による財政支出
の平準化効果は、高い金利分による将来への負担増加に比べメリットが少ない」
とし、採用しないことを決定しました。

ＰＦＩ方式
（ＢＴＯ方式）

民間事業者が資金調達・建設を行い、建設した直後に建物の所有権を自治体等
に移転し、その後、契約に基づき民間事業者が維持管理・運営を行う方式。

ＰＦＩ方式
（ＢＯＴ方式）

民間事業者が資金調達・建設・維持管理・運営を行い、契約期間終了後に建物
の所有権を自治体等に移転する方式。

リース方式

民間事業者が資金調達したうえで設計、建設を行い、公共が施設を長期リース
する方式。施設の所有は民間事業者であるが、建物全体を公共がリースするこ
とから、建物の賃貸借契約となる。維持管理及び運営は、民間事業者への委託
契約となるが、この契約については別途の契約とする場合と一体の契約とする
場合とがある。また、リース期間終了後は、施設の所有権を公共に移転する方
式が多く採用されている（リースバック方式という場合もある）。
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設計者の選定手法には、以下の３方式があります。

設計者の選定手法について

競争入札方式 プロポーザル方式 コンペ方式

概 要

提示する条件に対し、
設計料の入札を行い、
一番安価な業者を選定

課題に対する提案など
を評価し、最も優れた
「設計者」を選定

２人以上の競技者によ
る設計案を評価し、最
も優れた「設計案」を
選定

メ リ ッ ト

•多くの業務で採用。
•手続きが容易で、公平
性、透明性、機会均等
性がある。

•「設計者」を選定して
いるので、市や市民の
意見を踏まえて設計を
進めることができる。

•設計者選定時には概ね
設計を固めることがで
きる。

デメリット

•必ずしも発注者の要求
する性能・品質の建築
物に結びつかないおそ
れがある。

•評価方法や評価基準を
明確にする必要がある。

•設計案の作成、選定の
各段階にそれぞれ時間
を要する。
•設計案の大幅な変更は
困難である。

評 価 △ ◎ ○

新庁舎建設においては、事業過程における市民参加を重視するため、市民の意見
を新庁舎の設計に反映させやすい「プロポーザル方式」による設計者選定が適当
であると考えられます。
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整備スケジュールについて
○基本計画の策定後、設計者の選定を進め、平成２８年度中の設計着手を目
指します。

○新庁舎建設は、平成３２年度中の完成を目指します。

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度

施工者選定まで

のスケジュール

仮設庁舎
あり

仮設庁舎
なし

仮設庁舎建設
移転

基本計画

基本設計

実施設計

建設工事等

設計者
選定

施工者
選定

建設工事等
（一期）

解体､外構工事等
必要な整備（二期）

新
庁
舎
一
部
供
用
開
始

新
庁
舎
全
面
完
成

仮設庁舎部分の
外構等の整備

※ 今後、設計を進める中で平成２９年度以降の予定が具体化することになります。また、仮設庁舎を必要
としない手法など、設計者からの提案などにより、スジュールに変更が生じる可能性があります。

新
庁
舎
供
用
開
始

新
庁
舎
全
面
完
成
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整備スケジュールについて
昨今の建設工事費の高騰は、建設業の従業員不足による労務単価の上昇や大型建

設工事数の増加に伴う資材不足による資材購入価格の上昇が主な要因として考えら
れます。新庁舎整備費の抑制を図るためにも工事時期の検討が必要になります。

物価の高止まり

ＲＣ造事務所の建設物価動向（都市別指数 名古屋エリア 平成１７年平均を１００とした場合）
出典：建築物価指数月報（一般社団法人建築物価調査会）

○建設コストについて
建設物価は、２０１１年４月以降続いた上昇傾向が、２０１４年１２月頃に落ち

着き、以降、高止まりの水準で推移しています。
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整備スケジュールについて
○中部エリアにおける大型建設工事等の工事時期について

現時点では、平成３０年度は想定工事が少ない時期であり、本市の新庁舎建設工事
の発注時期として想定することは経済的な視点から望ましいと考えます。

中部圏における大型建設工事等の工事時期

以上より、現在把握できる状況においては、新庁舎建設発注時期を平成３０年度
とする現計画は適正と考えます。

：工事期間 ：工事の着手時期が未確定だが、暫定で示されている時期
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新庁舎の財政計画

庁舎本体建設工事費については、最近の他市における１㎡あたりの建設工事費に対

し、一般社団法人建設物価調査会が公表している「建築指数」による時点修正を考慮

した数値を掛け合わせ、平均値を算出した結果、１㎡あたりの平均建設工事単価は４

４．４６万円であり、想定建設工事単価を４５万円に設定しました。

【庁舎本体建設工事費】 １４，０００㎡程度×４５万円＝約６３億円

※ 第４回策定委員会にて、新庁舎の規模は、「既存施設を活用し１４，０００㎡程度で計

画する」と設定
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新庁舎の財政計画
○概算事業費

※ 基本計画の検討段階の想定による試算であり、今後、周辺整備の必要性や仮設庁舎を必
要としない手法など設計者からの提案などにより変動が生じることがあります。

項目 仮設庁舎あり 仮設庁舎なし

庁舎本体建設工事費 約６３億円 約６３億円

仮設庁舎工事費 約７．３億円 -
その他工事費
（解体、外構、駐車場） 約９．７億円 約９．７億円

その他経費
（移転費、備品購入費、設計監理費） 約８億円 約７．５億円

合 計 約８８億円 約８０．２億円

○財源
新庁舎建設に係る財源としては、基本構想で示した従来の方針どおり、「庁舎等整

備基金」【平成２７年度末現在高 ３５億円】を基本とします。
また、補助金については、航空自衛隊岐阜基地が近接するため、防衛省補助金を要

望し、将来に大きな負担を残さないよう、一般財源の抑制に努めます。


